
　第79巻　第５号，2020� 415　（415～421）

〔論文要旨〕
深刻な自然災害が多発する中で，災害に対応した母子保健サービスの整備は喫緊の課題である。当事者の特性を

踏まえたパンフレット普及への取り組み等が進む一方で，当事者の視点を反映した母子保健サービスの仕組みづく
りに関する研究は必ずしも十分とはいえない現状がある。本研究は，質的研究を用いて災害時に支援を行っていた
専門職の気づきや考えをインタビューにより把握し，災害に対応した母子保健サービスの向上に向けて，地域の中
で展開する地域保健の観点から，個人および地域のエンパワメントとレジリエンスを高め，コミュニティ全体の力
を引き出すコミュニティ・エンパワメント実現に関連する要因を明らかにすることを目的とした。

自然災害を経験し，支援経験を有する自治体の子育て支援専門職からなる２グループ，合計12人を対象とし，各
１時間半のフォーカス・グループ・インタビュー（FGI）を実施した。FGI から得られたデータを逐語記録に起こし，
参加者の気づきや考えをカテゴリー化して整理した。参加者の意見を，コミュニティ・エンパワメントを実現する
という観点から７つの要素に整理した。災害に対応した母子保健サービスには，命を守ることにとどまらず，家庭
内や地域社会とのつながり，かかわりの質や生活習慣など子どもの育つ環境への配慮が求められる。保護者への支
援は，子どもの健やかな心身の発達，そして子どもが成人し親となる次世代育成につながることから，影響は長期
的で重要性が高いことが示された。専門職は子どもと保護者の主体性の回復を支え，自助と互助，共助を促進する
コミュニティ・エンパワメントの視点が必須である。発災前から，重点的かつ長期的に子どもの育つ地域環境の基
盤形成と家庭および地域への継続的な長期介入の仕組みづくりが求められる。
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Ⅰ．目　　　的

自然災害の脅威に対し，防災，減災の取り組みと並
行して，発生した災害からの復興を保健医療福祉分野
において進めることは喫緊の課題である。復興からの
被災者の心の回復を促すための効果的な取り組みを明
らかにし，実証することが重要である。

母子保健上の課題として，自然災害が子どもに及ぼ
す影響を検討した先行研究1～4）によると，東日本大震

災後の被災地における子どもの心身の健康状態悪化へ
の懸念，災害後の幼児から思春期に及ぶ広範な年齢層
における気になる行動の出現や精神的健康状態の悪化
などの変化5～7）が報告されている。Kikuya ら1）の就学
前児を対象とした調査は，被災地ではそれ以外の地域
に比べて震災後に肥満が増加する傾向を示している。
また Yagi ら4）は，震災がもたらす深刻な影響の一つ
として，心的外傷後ストレス障害（PTSD）や問題行
動などの心の問題の存在を報告している。その中で研
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究参加者が利用可能な﹁ソーシャル・キャピタル（個
人間の信頼や共助などの集合として，人々の有する人
間関係や社会的ネットワーク，信頼関係の多寡を示す
概念）﹂の関連づけ，子どもの問題行動が顕在化する
要因としてトラウマ経験や母親のメンタルヘルスの影
響を検討している。すなわち，肥満や心の問題の顕在
化の背景には災害後に住宅環境を含む日常生活の環境
が大きく変化すること，運動の機会が減少すること，
母親のメンタルヘルス問題や子どものストレスなどの
心理的要因の可能性がある。災害への対応は，災害が
もたらす子どもへの影響として，保護者との安定した
関係性を拠り所として社会環境との相互作用の中で継
続的に発達する存在であるという特性を踏まえ，長期
的な支援を視野に入れて設計することが重要である。

すでに災害後の対応については，﹁災害時妊産婦情
報共有マニュアル保健・医療関係者向け﹂8）をはじめ
とするさまざまなマニュアルが活用されている。しか
し，対象者に応じてマニュアルの種類が多岐にわたる
点，適用となる被災からの時期に関して，周産期，小
児期，学童期以降などフォローアップする期間が統一
されていない，想定される災害の規模や地域特性など
の状況を踏まえたマニュアル化がなされていないなど
の課題がある。

人々の社会生活を機能させる社会システムを対象と
した防災に関する議論では，災害に対応する社会の力
として﹁レジリエンス﹂が注目されている。日本語訳
は﹁靭性﹂，﹁回復力﹂，﹁精神的回復力﹂，﹁抵抗力﹂，﹁復
元力﹂などさまざまであるが，その粘り強さや外的な
力に対して破壊されにくい点に主眼を置く立ち位置
や，心理学など，傷つき損なわれたものが回復する側
面を治療や支援に活かすもの，また，公衆衛生システ
ムなど，個人の回復とシステムの回復を包含する立ち
位置まで多様である。日本学術会議9）では，災害に対
するレジリエンスについて，①継続的なリスク監視と
日常的なリスクに対する備えの充実，②レジリエンス
向上のための防災・減災の推進，③災害からのこころ
の回復を支える体制の整備，④公衆衛生システムの改
善，⑤情報通信技術の一層の活用，⑥開発援助プログ
ラムへのレジリエンス能力の統合と活用，の６点を挙
げており，災害に対応した母子保健システムを考え，
公衆衛生の観点，こころの健康を支える仕組みづくり
が重要である。

加えて，実際の災害からの復興の過程においては，

当事者を中心にして，多職種が連携して長期的な支援
体制を構築することが求められる。こころの健康と
ソーシャル・キャピタルが密接に関連することから，
本研究では，レジリエンスを地域社会にもあてはまる
ものとして捉え，個人のレジリエンスにとどまらず，
地域社会のレジリエンスを高める包括的な検討を目指
した。

本研究は，子育て支援専門職を対象とし，災害に対
応した母子保健サービスの向上のために，個人および
地域社会のエンパワメントおよびレジリエンス強化に
関連する要因を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ．対象と方法

１．対　象

参加者は，2011年東日本大震災または2016年熊本大
地震を経験し，災害時に支援の経験のある自治体�A�
または B�の保育所に勤務していた保育士等の子育て
支援にかかわる専門職からなる２グループ，合計12人
と，災害時に自治体 A または B の保育所を利用して
いた子どもの保護者である。本研究の分析対象は専門
職である。保護者を対象に行った調査は現在分析中で
あり，今後続報として報告予定である。

令和元（2019）年９月に，年齢，性別，職業等，多
様な背景から関心のテーマに関する情報を把握できる
よう，地域の事情に精通している対象自治体の担当者
に選定を依頼した。

２．データ収集方法

データ収集はフォーカス・グループ・インタビュー
（FGI）10,�11）を用いた。対象とした自治体の会議室等の
静かな個室をインタビュー会場とし，研究対象参加者
の同意を得て IC レコーダーとビデオカメラを設置し，
あわせて観察者による観察記録を作成した。なお，イ
ンタビュー中は番号札を参加者の名前の代わりに用い
ることで匿名性を保証した。調査時間は各グループ１
時間半とした。

３．分析方法

IC レコーダーの録音から逐語記録を作成し，観察
記録とビデオカメラの録画記録による参加者の反応を
加味しながら，テーマに照合して重要な言葉（重要ア
イテム）を抽出した。

抽出した重要アイテムは，保健師，保育所に勤務す
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表　コミュニティ・エンパワメント実現に向けた要素
カテゴリー サブカテゴリー 発言内容（一部抜粋）

目標の明確化

避難方針と判断
「小学校へ避難」と言われても崖が危ない，遊ぶもの，安心できる環境がない。「山の上の保育所に避難」と
決断して命が助かった。「家に帰る」という人を引き止めたりして。想定外の状況で臨機応変に「どう判断し
て避難させるか」難しい。状況把握と判断，記録も大事でそのノウハウをチームでやる。等

避難所運営
「受け入れてしまうと保育所を開設できない」と避難所にしない所長判断は正しかったと後になって思った。
避難所では土足かどうかで衛生面がだいぶ違った。最初のルールが大事。

親子を守る
寒さとトイレで困った，生理的現象は我慢できない。人としてきちんと守られる部分を大事にする必要。震
災時乳飲み子だった子らを年長で受け持ち，当時親が子に目を向けられなかったことの影響を感じた。�

長期的視点からの生活支援
水，電気，ガス等，普段，あるものがないと，不便で不安な気持ちが強い。避難生活が長くなると，お母さ
ん自身が，精神的に落ち着かない感じだった。

年齢，立場による違いへの
理解

避難所の共同生活で，イライラした人に当たられる。子どもたちは慣れるといつもの元気が戻り，静かにで
きない。母子やお年寄りが安心して避難できる専用スペース必要。在宅避難の人に物資が行き渡らないことも。

心の健康への理解
携帯の地震速報の音に手が震え動揺する子，避難訓練が嫌だという子もいた。１年経って円形脱毛症になる子，
かなり我慢していたのでは。親を亡くした子への伝え方やフォローが難しかった。

当事者の参画

避難マニュアル制定への当
事者参画

町のマニュアルできたが，誰が作ったかわからない。マニュアル作りのときから意見を吸い上げてほしい，
指定場所まで災害時にとても行けない不安がある。逃げなきゃならない場所に保育所を建てない。保育所は
いろんなことを想定して，子どもを守らなくては。

避難所運営方針への当事者
参画

誰かやってくれる，じゃなく一緒に考えるのが大事。避難所開設で精一杯だったが，授乳室や女性専用ゾー
ンなど女性に配慮したもの必要。避難所の運営にもっと女性が入っていたら。

主体性を取り戻す
何もなくなって無気力になって大人たちが動けない状態だった。80人定員の保育所に130人で椅子も机もない
狭い部屋で一生懸命工夫した。家庭の状況が違う中で不公平感がないように，給食の先生とも工夫して。

地域諸機関の
ネットワーク化

避難にかかわるネットワー
ク

地区で自治会，保育所，警察が話し合い防災組織をもう一回発足しようとしている。東北電力といっしょに「も
しも」のときはいっしょにつれていく，大人の手があると安心だから。少ない職員で何か起きたとき，近所
や保護者と協力することを考えていかないと。

避難所運営にかかわるネッ
トワーク

小学校の先生の立場がわからず，なぜ避難所運営にかかわらないのか隔たりを感じた。行政と学校，そのほ
かのメンバーの連携，情報共有が大事。人がうまく回れば皆で協力もできた。

健康支援と生活再建にかか
わるネットワーク

保育士ゆえにすぐ子どものケアの研修があり，プラス面もあるが，自身も被災者でフラッシュバックが出た
人もいた。野菜不足でサプリメントで補った。被災証明，生活支援に関する情報ないと困る。電話が通じな
くても，配布情報が伝わる仕組みが大事。

地域外の専門職や民間団体
とのネットワーク

自衛隊やボランティア団体に助けられた，地域外の消防士に力仕事を手伝ってもらい助かった。行方不明状
態の不安，ラジオを通じて探してもらえた。報道陣の取材のため住民がタクシー予約できず，透析や子ども
の病気，高齢者の交通の便で特に困った。

柔軟な参加形態
の組織化

妊婦と乳幼児，病気や障が
いのある子どもの居場所

乳児の泣き声がうるさい，「お腹が大きくても，食べ物がなくても，優先はできない」と言われ，居場所がな
い話をあちこちで聞いた。アレルギーや喘息がある子，こだわりが強い自閉の子など，必要な薬や食事の入
手が難しかった。

学生の参加と支援者
中高生のボランティア，良いことでも場所を選ばないと。大人の配慮必要。よかれと思ってしたことも，気
が立っている相手を怒らせ，子どもの心の傷になり，病院に行った例もあった。

リーダーの存在
リーダーが曖昧，統括していない状態の避難所は回らない。保育所では所長不在時のリーダー，指揮系統が
できていることが重要。所長は避難所から動かないで情報収集する役割もある。

外部の支援者
職員の心のケアをしてもらったことがすごく大きかった。贅沢な悩みだがボランティアの質，ボランティア
対応が大変。「がんばって」と言われ「がんばってる，これ以上，何をがんばるの？」と思った。国内外から，
物資や人的な支援があった。

定期的な成果の
フィードバック

子どもへの継続的フォロー
アップ

当時親が自分を向いてくれず不安に過ごした乳幼児が小学生になり，当時の影響が出ていると思われる子も
いて，災害後の親のケアが大切。震災時に多感な中高生だった子が今親になり，DV やネグレクトまでいかな
くても，人任せで，うまく親になりきれてない様子を感じる。

専門職としての選択と行動

保育士，幼稚園教諭は子どもの安全と命を守ることが最大の使命。避難先で時間を読みながら子らに食べさせ，
保護者が来ない不安をできるだけ守る日々。落着かない子どもにどうかかわれば落ち着くか，保育の力だと
思う。ノロウィルス流行には限られた状況で対応した。火事場泥棒的な行動をする大人から，本当の意味で
子どもたちを守らなければならなかった。

復興の実感
視覚的なもので精神的にも違ってくる，ようやく道路が見え，橋ができる。市民相談の部署にいると，女の
人は強い何とか生きていくが，取り残された男の人の相談多い。子育てや妊娠中のことを聞くと，震災で家
族が崩壊し，人生変わってしまった人がいて，これからも相談と支援が続くと思う。

楽しみを
もたらす企画

子どもが心から楽しめる場
所づくり

子どもたちと「今日，楽しかった」と思えるように。モノだけじゃなくて心のケアの支援，子どもたちを笑
顔にという気持ちのボランティア嬉しかった。ウルトラマンやくまモンで子どもたちは特別な楽しみを得た。

誰もが楽しめる機会の提供
いろんな方の支援ありがたい。芸能人が来ると，ずっと寝ている人たちも起き上がって歩いて，元気になる
のが良かった。子どもだけじゃなくて，お母さんもほっとできたり，笑えたり。

発展可能性の
継続提示

子育てコミュニティの整備

震災が3月で保護者との信頼関係が十分できていた，子どもと家族の個別の状況も把握できている時期で良
かった。近所の人に顔を知ってもらい，日ごろから行事や手伝い合う，昔ながらのコミュニティ，学校や地
域の人とのつながりが大事。災害に関係なく「一人ひとりに寄り添う」仕組みが大事。虐待を含め，支援に
つながれない人をどう救っていくかが課題。

発災前からの自助，共助な
ど

行政の情報だけでなく自分たちで身を守らないと。場所の状況，地域性を理解することが対応につながる。
災害時は何もないから歩くほかない，歩く体力をつける。自治体だけに頼らず，自立しないと，できることも，
できない，しなくなる。毎年避難訓練をしていたからスムーズに避難できた。日ごろから近隣と手伝い合う，
昔ながらのコミュニティ，地域の人とのつながりが大事。　　　　
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る看護師，理学療法士として就労経験を持つ，各１人
の研究職（計３人）と研究職である分析者１人で確認
しながら観察記録より参加者の反応を加味し，抽出し
た重要アイテムを類型化した。

参加者により語られた内容を，コミュニティ・エン
パワメント実現の７要素12），すなわち①目標の明確化，
②参加者を巻き込む，③対象地域の諸機関をネット
ワーク化する，④柔軟な参加形態が可能な形で組織化
する，⑤定期的に成果をフィードバックする，⑥楽し
みをもたらす企画を実施する，⑦発展可能性を継続的
に提示する，を参照して重要カテゴリーとした。分析
過程においては，グループインタビューに精通した専
門家のスーパーバイズを受け，重要アイテムの意味す
る内容と，類型化およびカテゴリーの抽出にずれがな
いことを確認した。

４．倫理的配慮

本研究は，森ノ宮医療大学倫理委員会の承認を得て
実施した（2019︲065）。参加者には事前にインタビュー
の目的，記録を含む調査方法，名前や所属などの情報
が外部に出ないこと，インタビューに参加したことで
いかなる不利益も受けないことを口頭で説明し，書面
で同意を得た。参加者の個人情報を含むデータは厳重
に鍵のかかる場所で保管した。

Ⅲ．結　　　果

参加者のことばをコミュニティ・エンパワメント実
現の７要素に沿ってカテゴリー化した（表）。

Ⅳ．考　　　察

１．災害に対応した子育て支援におけるエンパワメント

の必要性

エンパワメントは，当事者が自らの力を信じ，より
よい方向に自発的に取り組むことを目指す状態であ
る。Solomon13）はエンパワメントを﹁パワーを失った
状態から回復することを目指し，当事者やその環境に
対する活動に専門職がかかわっていくプロセス﹂と定
義している。人々に夢や希望を与え，勇気づけ，人が
本来持っている生きる力を湧きあがらせることであ
り，﹁湧活﹂と言い換えられる14）。エンパワメントに
は当事者が課題解決の力をつけるセルフ・エンパワメ
ント，仲間や団体を巻き込むピア・エンパワメント，
地域，組織や社会システムの変革につながるコミュニ

ティ・エンパワメントの３種類がある。専門職，特に
子育て支援専門職には，コミュニティ・エンパワメン
ト技術を活用することが期待されている。

インタビューで語られた内容から，専門職と子ども
のかかわり，専門職と保護者とのかかわり，専門職同
士のかかわりが相互に影響し合い，地域へと活動が拡
大していくエンパワメントのニーズと可能性が認めら
れた。

本研究において，地域の中で，災害支援と自身の生
活を継続してきた支援者を研究対象としており，被災
者であり支援者である子育て支援専門職自身の気づ
き，思いがインタビューを通じて表現されている点は，
本研究の特徴の一つである。本研究の結果から，﹁災
害時に判断し，行動できるために必要な支援﹂，﹁長期
的な視点を持って親子とかかわることの大切さ﹂，﹁災
害前からのかかわりを深めるために，地域性と日常性
が重要であること﹂などが見出されたことは，本研究
ならではの知見であると考えられる。
﹁災害時に判断し，行動できるために必要な支援﹂

とは，すなわち，子どもを守るための避難方法の選択
や，避難所としての要請の許諾などの判断に関しては，
参加した複数の専門職から，その判断に迷い，悩んだ
ことを示す発言があった。また，発言の際には，ほか
の参加者全員が深くうなずくなど，発言への同調，共
感を示す様子がみられた。これは，災害から10年近く
経過してもなお，参加者の中では答えが定まらず継続
しており，大きな困難の一つとして共通認識されてい
るためと考えられる。子どもの避難に関しては，子ど
もの命を守り，避難することができた事例などを中心
に，その意思決定のプロセスや，実際に直面したさま
ざまな困難と対応に関する議論と検討15～17）が多角的に
行われている。一方で，今回のインタビュー結果から
も，日々の業務実践の中で，今災害が起きたらどのよ
うに行動するか，調査時点でもなお，多くの専門職が
苦悩や葛藤の中にいることが明らかになった。先行研
究でも支援者への支援ニーズ18）に関する報告は多く，
本研究においても，参加者が災害時から大きな負担を
感じていたことが，発言時の真剣な表情や，ほかの参
加者のうなずきなどから明らかであり，専門職への支
援の仕組みが極めて重要である。

また，本研究の結果より﹁長期的な視点を持って親
子とかかわることの大切さ﹂，﹁災害前からのかかわり
を深めるために，地域性と日常性が重要であること﹂
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が見出された。
本研究の結果より，さまざまな支援ニーズの中で，

コミュニティ・エンパワメントを効果的に展開するた
めには，家庭内や地域社会とのつながりを大切にする
こと，子どもとのかかわりの質を大切にすること，生
活習慣など乳幼児や学童の環境を整えることが求めら
れる。植田19）は，震災後の子どもの変化や保育所のケ
アニーズから，心と体の育ち，生活習慣への影響と対
応を整理し，子どもたち一人ひとりのレジリエンスが
異なることを指摘しつつ，子どもたちのメンタルヘル
スへの対応と，職員のメンタルヘルスへの対応の重要
性を述べている。

本研究では，複数の専門職から，災害時に生命の安
全確保や生活再建が重視される一方，つながりが途切
れた状態や不安定な生活環境，かかわりの質的低下が
みられたことが，子どもの経年的な発達と心の健康に
負の影響を及ぼした可能性への懸念が述べられた。

専門職による支援の経験から，保護者の生活面や
情緒面への支援の重要性が語られた。保護者の心身
の健康は，日常的なかかわりを通じて子どもに長期
的に影響する5，19）ため，次世代育成の観点から命を守
ることが重要であると考えた。松永20,�21）は，乳幼児を
もつ保護者の防災意識の変化や支援ニーズの多様さ，
本間らは，乳幼児期から学童期以降において子ども
の成長発達に合わせた継続的な支援の必要性を述べ
ている22，23）。

また，中板24）は，母子保健および地域保健を展開す
るうえで，保健師が行う健康への支援は個人を取り巻
く家族や環境に注視する必要があり，子どもを見守る
大人の抱える問題対処への苦悩への配慮の必要性を訴
えている。松田ら25）は，地域保健における個人および
地域の関係性の脆弱性と災害時のレジリエンスについ
て，青森県の東日本大震災時の事例から，地域での災
害における地域保健のレジリエンスが住民のレジリエ
ンスから始まり順に，住民相互のレジリエンス，保健
師のレジリエンス，施設防災のレジリエンス，地域防
災行政のレジリエンスへと発展することを述べてい
る。本研究の結果からも，災害に対応した母子保健
サービスの質の向上を実現するために，母子と専門職
の連携，保育専門職と保健師など専門職間の連携が地
域全体の回復力を強化する重要な要因であると考え
る。また，家庭内と専門職，地域社会とのつながりは，
一朝一夕で構築されるものではなく，地域性や日常の

積み重ねから生まれる成員同士の相互理解や信頼関係
に基づき醸成される。このため，発災前から，重点的
かつ長期的な基盤形成および継続的な長期介入が必要
である。被災者ニーズは多様であるものの，心理生活
面の充足はすべての被災者にとって重要である。﹁長
期的な視点を持って親子とかかわる﹂うえで子どもと
親の主体性を取り戻せるよう，支援者がかかわり続け
るネットワークの継続性が必要である。それは支援者
個々人の努力に依存するのではなく，支援が継続で
きる仕組みを整えることが求められる。﹁災害前から
のかかわりを深めるために，地域性と日常性が重要で
あること﹂を踏まえると，当事者の主体性を災害前か
ら引き出し，自助と互助，共助が促進されるコミュニ
ティ・エンパワメントの視点が必須である。

２．研究の限界と可能性

本研究は，東日本大震災，熊本地震で甚大な被害
を被った２自治体の限られた人数の参加者による成
果である。FGI 法の内的妥当性について以下のように
確保した。① FGI の進行は参加者の自由な発言やグ
ループダイナミクスを効果的に促進できるようインタ
ビューガイドを作成し，経験豊富なインタビュアーが
実施した。インタビューは，グループダイナミクスに
より，過去の経験が無理のない雰囲気で想起できるよ
う配慮し，参加者の自由な発言を促した。②分析は，
逐語記録と観察記録から重要アイテム，重要カテゴ
リーの妥当性につき，複数の専門職間で議論を重ね抽
出した。また，FGI に精通した専門家のスーパーバイ
ズを受けた。

今後は本研究から得られた示唆をもとに，FGI を重
ね，考察を深めることが必要である。

Ⅴ．結　　　論

本研究では地域，組織や社会システムの変革につな
げるコミュニティ・エンパワメントの視点から，保育
士など子育て支援専門職への FGI を実施した。

災害に対応した母子保健サービスの質の向上に向け
て，個人と専門職および地域全体のレジリエンスを強
化し，地域保健を展開するための重要な要素を，コミュ
ニティ・エンパワメント実現の７つの視点に即して保
護者および専門職自身のエンパワメント，専門職同士
の仲間エンパワメント，組織や地域の力を引き出す地
域エンパワメントを統合的に活用する必要性が示され
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た。本研究で得られたエンパワメント実現の具体的な
７つの要素を，母子保健サービスのマニュアル作成と
普及に組み込み実効性を高めることにより，レジリエ
ンス強化に向けた相乗的な効果の創出が期待される。
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〔Summary〕
In� the� case� o f � large� and� recurrent � d isaster�

management，healthcare�services�for�mothers�and�their�

children� are� necessary．There� are� various�manuals�

for� victims� and� supporters，but� still� are� not� enough�

to�represent� the�opinions�of� the�people� involved．This�

study� explored� the� features� of� healthcare� services�

contributing�to�both�empowerment�and�resilience�among�

families，professionals，and�communities�experiencing�

such�disasters．Twelve� professionals� participated� in�

our� focus� group� interviews．All� of� them�worked� in�

day︲care�or�community�health�centers�during�either�of�

the� two�great�earthquakes�（the�East�Japan� in�2011�or�

Kumamoto� in�2016）．Therefore，they�were�victims�as�

well．The�authors�prepared�approximately�90�minutes�

for�each�of�the�two�interviews．The�authors�found�seven�

categories�from�the�comments�of�participants�concerning�

community� empowerment．Healthcare� services�

require�measures�to�save�lives�and�to�secure�reasonable�

accommodation�for�childcare．Support�for�caregivers�has�

to� focus�on� long︲term�effects�among�children，who� live�

in�the�next�generation．Childcare�specialists�are�required�

to�empower�both�victims�and�the�community．We�need�

infrastructure�and�measures�for�intensive�and�long︲term�

interventions．
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